
伊丹市の公共施設の現状について

資料４伊丹市公共施設マネジメント推進検討委員会（第１回）

令和３年10月29日

１．伊丹市の公共施設の状況
２．伊丹市の公共施設マネジメント
３．これまでの取組



１．伊丹市の公共施設の状況
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・施設数：約260施設 延床面積：60.9万㎡

※1：施設数には、建物がない駐輪場、財団法人、民間企業所有の施設も含みます。複合施設の場合は1機能1施
設として計上しています。

2：延床面積には民間所有施設の面積は含まれません。

１－（１）公共施設の延床面積
（令和２年度末）
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・高度経済成長期
⇒人口の急増、市民ニーズへの対応。学校・住宅施設、集会施設を集中的に整備

・阪神淡路大震災後の復興期
⇒震災により被災した文化施設や住宅施設等の整備

高度成長期

震災復興期

１－（２）築年別の整備状況

①建築年別の整備状況
延床面積（㎡）
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②築年別の割合（施設数ベース）

・築30年以上経過した施設は全体の78％

⇒行政系施設、集会施設、学校教育施設、ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設、公営企業施設で
は、築30年以上の建物が80％以上。

⇒文化・社会教育施設、子育て支援施設、福祉施設は比較的築年数が短い。

１－（２）築年別の整備状況

（令和２年度末）
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耐震性あり 耐震性なし・未確認

・耐震性を有する施設は全体の84％

⇒耐震性なし・未確認の施設は全体の16％で、行政系施設、集会施設、住宅施
設、ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設でその割合が多くなっています。

１－（３）耐震状況

（令和２年度末）

耐震性あり

84%

耐震性なし・

未確認

16%
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・人件費が53.5億円（34％）、建物に係る減価償却費が31億円（20％）

・施設全体の収入は23.2億円、支出は156.8億円⇒収支は133.6億円

１－（４）経費の状況

（出典：平成29年度伊丹市公共施設白書）
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１－（５）阪神間の状況（延床面積）

阪神地域の人口1人あたりの延床面積
（㎡／人）

（注１）床面積は各市のR元年度決算（財産調書）の数値
（注２）人口は兵庫県推計人口（令和2年4月1日現在）の数値

・阪神地域7市1町の人口１人あたりの床面積は、2.51～3.95㎡／人（平均3.22㎡／人）
・伊丹市は3.04㎡／人であり、平均を少し下回っています

7市1町平均
3.22
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１－（５）阪神間の状況（人口推移）

阪神地域の人口の推移（指数）
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100とした場合

（S25） （S45） （H2） （H22）

・戦後最も人口が増加したのは川西市（4.8倍）および宝塚市（4.6倍）
・三田市および猪名川町は、1970年代以降、急激な伸び
・伊丹市は1980年までに大きく増加し、その後も安定的に増加
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１－（６）インフラ（水道）
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・今後30年間でおよそ2,000億円の保全費用（年平均67億円）

⇒すべての施設を建築後25年・50年で大規模改修すると想定した場合
⇒近年（H23～27）の実績は31億円／年。全施設を保全する場合、２倍以上の経費が必要。

１－（７）今後の保全費用見通し

（出典：伊丹市行財政プラン）
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・今後30年間でおよそ600億円の収支不足⇒取組により170億円程度に圧縮

⇒行財政改革の取組を行わない場合、今後30年で600億円の収支不足が見込まれる

⇒公共施設マネジメント等の行財政改革の取組を実施した場合、収支不足は170億円程度にま
で圧縮（公共施設マネジメントによる事業費削減目標は、今後30年間で200億円）

１－（８）中長期財政収支見通し

（出典：伊丹市行財政プラン）

中長期財政収支見通し
試算結果（今後30年）

行財政改革の取組

収支不足額

600億円程度

収支不足額

170億円程度

中長期財政収支見通し（行財政プランの取組後）
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２．伊丹市の公共施設マネジメント
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社会状況の変化や施設の状態を勘案し、次世代に過大な負担を遺さず、
施設の量、質の最適化を図る取り組みです。
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２－（１）公共施設マネジメントとは？
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量、老朽度、コスト状況など

公共施設白書

小中学校は…

公共施設再配置基本計画
・機能移転
・複合化集会施設は…

長寿命化、複合化、総量10％削減方針
など

現状と課題

基本的
考え方

取組の
方向性

検討を
具体化

公共施設等総合管理計画

・建替え
・有効活用

①

②

③

２－（２）伊丹市の公共施設マネジメントへの取り組み
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平成23年度～

伊丹市公共施設白書

公共施設マネジメントに取り組むためには、まず、市内に
公共施設がどれだけあるのか、現状を把握する必要があり
ます。

全体像をとらえた上で、課題とともに議会や市民に公開し、
全庁的に取り組む必要があります。

そのために必要となるのが、公共施設を量（ストック）、
経費（コスト）、利用状況（サービス）の３つの視点でと
らえ、現状と課題を明らかにした「施設白書」です。

施設の現状と課題の見える化

２－（３）公共施設白書

16



総延床面積
（H22⇒R12）
10％以上削減

数値目標

伊丹市公共施設等総合管理計画（H27.3）では、市の公共施設の総延床面
積を10％以上削減（H22→R12年）することを目標に掲げ、７つの基本方
針のもと取り組みを進めていくことにしています。

２－（４）公共施設等総合管理計画
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伊丹市公共施設等総合管理計画で掲げた数値目標は、「総人口1人当たりの
の延床面積」を一つの目安として設定しています。

２－（５）数値目標の考え方

（総合管理計画より抜粋）
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施設の用途（分類）ごとに、今後の市民ニーズ
や事業を取り巻く環境は異なるため、分類毎
あるいは施設単位で有効活用の方針を掲
げた計画。

総合管理計画の基本的な考え方をベースに、よ
り専門的な議論を踏まえた「再配置計画」とし
て策定（H28.2）。

 

 
 

伊丹市公共施設再配置基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 28 年 2 月 

伊 丹 市 
  

２－（６）公共施設再配置基本計画

施設分類毎の有効活用の方針平成27年度
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耐震性がない施設
↓

機能移転による事業継続を検討

①
機能移転

大規模修繕や建替えの検討
↓

相乗効果が発現できる機能移転・
複合化を基本に検討

②
複合化

③
長寿命化

次世代に引継いでいく施設
↓

ライフサイクルコスト縮減の観点で、

計画的な保全・長寿命化

２－（７）再配置の基本的な考え方
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既存施設の余剰空間、時間
↓

市全体として有効活用。他機能の
受け入れや新たなニーズに対応

④
有効活用

民間のノウハウ・技術の活用
↓

サービスの向上、事業の効率化、
財政負担の軽減

⑤
民間活力

２－（７）再配置の基本的な考え方（つづき）

21



小学校

機能移転

機能移転

文化ホール

拠点施設
リノベーション

民間活力

事業集約

機能移転

長寿命化

福祉施設等

転用（民間）

幼稚園

集会施設

集会施設

機能移転

リノベーション

多目的施設

啓発施設

集会施設

複数の施設機能を１か所に集約・移転。ニーズに対応したリノベーション。

学校を長寿命化し余裕教室を活用した地域集会施設の併設。

民間の創意工夫・効率化によるサービスの向上と税負担の軽減。

２－（７）再配置の基本的な考え方（取組イメージ）
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集会施設
（共同利用施設）

単独での建替えや機能向上は図らない。

公共から地域組織へ施設の譲渡あるいは売却を検討。

中央公民館
耐震性を有さず、かつ老朽化が著しいことから、他
の公共施設へ機能移転を図ることを最優先に検討。

小中学校

災害時の地域の避難場所としても重要な施設。長期
にわたって使用できるよう、長寿命化を図る。

学校の音楽室、調理室等、教育活動に支障をきたさ
ない範囲で、市民活動に有効活用。

؞
؞
؞

؞
؞
؞

分類別（抜粋）

２－（８）施設の再配置方針
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公共施設マネジメントは、社会状況の変化に対応しつつ、施設の老
朽化や利用状況等を勘案し、次世代に過大な負担を遺さず、施設の量、
質の最適化を図る取り組みです。

伊丹市では、

①現状と課題を明らかにしたうえで、

②課題解決のための基本方針・目標を定め、

③施設分類毎に有効活用等の方針を掲げ、

公共施設マネジメントに取り組んでいます。

総延床面積
（H22⇒R12）

10％以上削減

数値目標

２－（９）伊丹市の公共施設マネジメント（まとめ）
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３．これまでの取組
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老朽化・分散した地区内の支所、集会施設、児童館、図書館分館
を機能集約・複合化。世代間交流が可能な地区の拠点施設として
整備。

児童館

神津支所

図書館分館

神津ｾﾝﾀｰ

神津交流センター

３－（１）市内の事例（集約・複合化）
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■老朽化の進行、一部耐震未確認
■低稼働率、市民利用割合が少ない
■近隣の類似施設の分布状況
■低市民利用施設への市税投入の是非
（年間収支 △6,000万円）
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外
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管理棟 1969 46 258 W 旧 未 C D - B - A C
山小屋 1965 50 567 W 旧 未 - D D D - D D
バンガロー 1996 19 62 W 新 ○ - C D C - - D
体育館 1992 23 1,125 RC 新 ○ - C D C - D D

老朽度

名称
建築
年

築年
数

延床
面積
(㎡)

構造・耐震状況

現状・課題

（市立野外活動センター）

３－（２）民間への事業譲渡 | 課題整理
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譲渡前（伊丹市HP）

譲渡後（事業者HP）

協定（特約）

譲渡後10年の事業継続

市内小学校利用時の配慮

市民利用時の料金配慮

３－（２）民間への事業譲渡 | 譲渡後
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３－（３）（仮称）市立伊丹ミュージアム

・事業概要（イメージ）

・（仮称）市立伊丹ミュージアム

歴史・文化・芸術の発信拠点として、市の中心市街地に立
地する文化ゾーンである「みやのまえ文化の郷」に博物館
機能を移転・再整備（令和4年度オープン予定）
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３－（４）その他施設再編の主な取り組み

中央公民館の機能移転に伴う労働
福祉会館再整備事業

博物館の機能移転に伴う
総合ミュージアム整備事業

H30～R1年度実施

R1～R3年度実施

女性・児童センター再編事業

H30～R2年度実施

野外活動センターの廃止（売却）

保健センター

休日応急診療所

口腔保健センター

新複合化施設

除却

除却

R1～R4年度実施

2,097㎡

635㎡

1,470㎡

H27～Ｈ28年度実施

緑ヶ丘センター等集約化事業

H30～R3年度実施

集会施設
（緑ケ丘Ｃ）

集会施設
（東緑ケ丘C）

集会施設
（遺族会館）

除却

除却

除却

新緑ケ丘センター

現地建替え

538㎡

161㎡

156㎡

600㎡

6,481㎡

ラスタホール ラスタホール

大規模改修工事

生涯学習センター長寿命化工事

R2年度実施

廃園した幼稚園(稲野幼稚園)の
有効活用

稲野幼稚園

やまびこ館転用

稲野小学校
児童クラブ

R2年度実施

民間
活用

複合化
長寿
命化

複合化

複合化複合化複合化 集約化

新保健センター等複合化施設
整備事業

再配置基本計画において、短期の取組に位置づけられた施設について、
様々な手法による公共施設マネジメントを実施してきました
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３－（５）床面積の推移

【床面積の推移について】

・総延床面積はH22以降、おおむね横ばいで推移

・R2年度時点で、H22年度比3.4％（約20,000㎡）の増加

・外郭団体からの資産譲渡が、最大の増加要因（約15,000㎡）

・中学校給食センターなど、ニーズに応じた施設整備も実施

3.4%

-2.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

-5000

0

5000

10000

15000

20000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31/R1 R2

以前の計画 外郭団体 公営企業 その他 H22比

（㎡） 各年度における床面積の増減内訳（主な増減を表示）

中央公民館
△3,494㎡

中学校給食C
＋2,813㎡

図書館
＋6,194㎡

駐車場等
＋15,300㎡

建物延床面積の推移
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